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１． はじめに 
 環境経営に取り組む企業の多くは，環境会計に関す
る情報を開示している。会計情報は，主に環境報告書，
ＣＳＲレポート，web上で公開などを通じ提供されて
いる。環境会計情報を公開するにあたっては，殆どの
企業が，環境省が公表する環境会計ガイドラインに準
拠した形式で掲載している。しかし，環境会計情報の
開示に関しては，あくまで自主的なものであるため，
ステークホルダーがこれらの情報を検討する上では，
企業間での比較可能性に乏しいのが現状といえる。本
研究では，環境会計の現状を調査した上で課題見出し，
今後の環境会計情報開示のあり方について考察する。 
 
２．環境会計とは 
 環境省のガイドライン１）では環境会計を「事業活動
における環境保全のためのコストとその活動により得
られた効果を認識し，可能な限り定量的（貨幣単位ま
たは物量単位）に測定し伝達する仕組みと定義されて
いる。 
環境会計には，外部環境会計と内部環境会計の2つ
の機能がある１）。外部環境会計は，企業の環境保全へ
の取り組みを定量的に測定した結果を開示することに
より，ステークホルダーの意思決定に影響を与える機
能を果たす。外部への環境会計情報は，主に環境報告
書を通じ公表されるが，その作成の際，一般原則とし
て①目的適合性，②信頼性，③理解容易性，④比較可
能性，⑤検証可能性の５つが要件として挙げられてい
る。 
内部環境会計は，企業の内部管理環境情報システム
として，環境保全コストの管理や，環境保全対策の費
用対効果の分析を可能にし，適切な経営判断を通じて
効率的かつ効果的な環境保全への取組み（環境投資）
を促す機能を果たす。これは，経営者や関係部門等が，
環境情報システムの中の経営管理ツールとして有効性
が高まってきていることによる２）。 

外部環境会計における情報開示の構成要素について
は，2005年版環境省のガイドラインによると，表１１） 
のようになり，大きく分けると，①環境保全コスト，
②環境保全効果，③環境保全対策に伴う経済効果から 

 
 
 

 

構成されている。 
 
 表1 環境会計の構成要素 
環境保全コスト ①事業エリアコスト 

（貨幣単位） （公害防止コスト，地球環境保全コスト， 

  資源循環コストなど） 

  ②上・下流コスト 

  ③管理活動コスト 

  ④研究開発コスト 

  ⑤社会活動コスト 

  ⑥環境損傷対応コスト 

  ⑦その他コスト 

環境保全効果 ①事業活動に投入する資源 

（物量単位であり，   ②事業活動から排出する環境負荷 

 貨幣単位は対象外） および廃棄物 

 ③事業活動から産出する財・サｰﾋﾞｽ 

  ④輸送その他 

環境保全対策に伴う ①実質的効果（収益，費用削減） 

経済効果（貨幣単位） ②推定的効果 

 ここで，環境保全効果は貨幣単位への換算方式が確
立されていないため，物量単位で報告すればよいが，
今後貨幣単位での報告が必要となると予想される。 
また，推定的効果については，経営管理上重要な情
報で，主に内部利用が想定される項目であり，推定的
要素が含まれるので，慎重に算定することが求めらて 
おり，計算の根拠を明示することが必要と考えられて 
いる。上記の情報開示の対象となるのは，企業が負担 
した私的コストであり，企業が排出した環境負荷によ
り社会が被る負担，すなわち，社会的コストは含まな
くてもよいとされている。 
 
３．環境会計に関する現状調査 
 環境省の統計３）では，環境報告書を作成・公表して
いる企業数は，2007年度で有効回答数1,631社のうち
1,011 社，環境会計を導入している企業は有効回答数
2,819社のうち761社に達しており広く普及している。
また，2003年には環境会計導入後の「環境会計の現状 
と課題」が環境省より報告４）されており，今後の課題
が明らかにされている。企業が報告する環境会計の内 
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容は環境省のガイドラインに沿って作成されているが，
最近の地球環境問題の意識の高まりを受けて，公開内
容が変化しているものと考えられ，また，それぞれの
業種の事業に伴う環境負荷の大きさが異なることにな
どによって，環境会計情報の内容が業種により異なっ
ていることも予想される。 
そこで，本稿では，業種ごとにシェアの高い企業を

4～６社づつ，合計156社を抽出し，2008年度の環境
報告資料（環境報告書，ＣＳＲ報告書，環境・社会報
告書，web公開情報など）を基に，環境会計の現状に
ついて調査を行い，今後の課題について考察した。 
分析方法としては，①製造業の素材系メーカー（鉄
鋼，非鉄，化学，窯業，繊維，食品など）：54社，②
製造業の組立系メーカー（自動車，電機，精密，造船，
建機など）：33社，③非製造業（情報サービス，通信，
卸売・小売，建設，運輸，交通など）：57社，④エネ
ルギー（電力，ガス，石油）：12社 の４つに業種に
分類し，それぞれの環境会計情報の公表状況を調査し
た。なお，本研究では環境省のガイドラインでは検討
途上として開示は求めていない要素の貨幣単位での記
述に焦点を合わせた。以下，調査結果を示す。 

 
表2 環境報告書における環境会計情報の開示 
業種 有 無 
① 50社 4社 
② 33社 0社 
③ 29社 28社 
④ 12社 0社 

表２に示すとおり，環境報告書やＣＳＲ報告書を通
じ，約8割の企業が環境会計情報を公開している。情
報公開している124社のうち，非製造業の中でも情報
サービスや小売，卸売業界では，情報公開していない，
もしくは環境会計を導入していないといった企業が多
いという傾向がみられる。 
 
表3 環境会計作成方法及び開示情報 
業種 環境省ガイドラ

イン準拠 
インプット―ア
ウトプット情報

① 54社 7社 
② 33社 12社 
③ 55社 9社 
④ 12社 7社 

表３に示したのは，環境会計情報を公表する際，環
境省の環境会計ガイドラインに準拠して掲載している
かどうかを調査したものである。殆ど全ての企業が環
境省のガイドラインを参照しているのに加え，独自に

設けたガイドラインを参照している企業も8社みられ
た。また，環境負荷と環境保全効果の記載に関して，
ライフサイクルにわたり，マテリアルフローとして物
質の移動を input‐output形式で記載する企業が多い。
この記載方法は統一性があり，分かり易く，環境会計
の内部機能を公表するという意味でも効果的である。 
 
 表4 環境会計における環境保全効果の開示 

業種 有 無 
① 40社 10社 
② 24社 9社 
③ 23社 6社 
④ 9社 3社 

 
 表5 環境会計における経済効果の開示 

業種 有 無 
① 36社 14社 
② 27社 6社 
③ 21社 8社 
④ 10社 2社 

環境会計の基本構成要素である環境保全コストに加
え，物量単位で環境保全効果を公表している企業は，
表４に示すとおり，全体の7割以上である。また，経
済効果の公表も6割近い企業が算出している。 
表6に示す推定的経済効果は，顧客における経済的
効果を推定するもので，根拠を明示していることが望
ましいが，この要素を記述している企業はまだ少ない。 

 
 表6 環境会計における推定的経済効果の開示 

業種 有 無 
① 6社 44社 
② 12社 11社 
③ 1社 26社 
④ 2社 10社 

 
 表7 環境会計における社会的コストの開示 

業種 有 無 
① 0社 50社 
② 1社 32社 
③ 0社 27社 
④ 0社 12社 

社会的コストは，金額化して公表することは容易で
はなく，公開しているのは製造組立メーカーの1社の
みであった。これに関しては，物量単位で把握する方
が妥当であるとされているが，会計情報として捉えた
場合，企業が社会に対してどれだけ環境負荷を与えて
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いるかを貨幣単位で示すのは，ステークホルダーにと
って有用性が高い。 
以上の調査結果をまとめると， 

(1)業種によって，環境会計情報が異なっており，製造
業やエネルギー産業では殆どの企業が環境会計を公表
し，内容も詳細で多岐に渡っているが，非製造業では
まだ公開していない企業が多く見られた。これは業種
によって環境負荷の大きさが異なっていたり，環境意
識が異なっていることによるものと考えられる。また，
同じ業界でも企業間の開示状況に大きな差が見られた。 
(2)共通して言えることは，環境保全に関する投資・費
用までは貨幣単位で公開されているが，効果の公表に
は統一性がないということである。環境会計を企業に
おける会計情報の一環として捉えるならば，物量情報
も最終的には金額化して公表されることが，比較性向
上の面で望ましいと考えられる５）。よって，物量単位
から貨幣単位への変換が今後の重要課題と言える。 
 
４－１．環境保全効果の貨幣換算方法 
 環境保全効果を物量単位から貨幣単位への換算はま
だ多くの企業で行なわれていないが，貨幣換算の基本
的な考え方としては，①環境負荷を削減するために必
要とされる費用を用いる方法，②環境負荷による被害
額を用いる方法，③市場価格（取引価格）を用いる方
法，④支払い意思額による方法に大別４)され，その違
いにより換算係数も大きく異なる。調査対象の報告書
に記載されている CO2に関する貨幣換算係数の例を
表8に示す。 
 
 表8 CO2に関する貨幣換算係数の例 6)～10) 
企業 係数 根拠  
Ｔ社 
（窯業） 

818円/ｔ-CO2 独自手法：廃棄物の使用有
無による環境負荷をイン
ベントリ比較して算出 

Ｋ社 
（部品） 

3,316円/t-CO2 2007 年度通期 の EU-排
出権取引平均価格 

Ｒ社 
（電機） 

17,463円/t-CO2 EPSver2000より
108Euro/t-CO2で計算 

Ｏ社 
（ガス） 

3,476円/t-CO2 内外の環境損害コスト 
の研究事例から計算 

Ｔ社 
（建設） 

3,488円/t-CO2 2007年度のEU-排出権取
引平均価格 

 
 
 
 

４－２．経済効果の算定方法 
 経済効果の公表に関しては，収益，費用削減の確実
な根拠に基づいて算出される実質的効果のみを公表す
る企業と，それに加え仮定的な根拠に基づく推定的効
果を公表している企業がある。推定的効果の内容とし
ては，環境汚染事故等のリスク回避，環境保全活動に
よるイメージ向上や営業貢献の効果が挙げられている。 
経済効果の算出方法を明示している企業は数少ないが，
調査した企業のなかで算出式や算出方法を公表してい
る例 11)～16)を以下に示す。 
① 自動車業界：Ｔ社  
ハイブリッド車への代替による顧客効果を次の算出
式により算出。（１万km/ガソリン車の燃費－１万km/
ハイブリッド車の燃費）×全国平均ガソリン単価×ハ
イブリッド車販売台数。 
② 電機業界：Ｔ社  
省エネ性能を有する新製品の販売による顧客の経済
効果を次の式により算出。経済効果＝Σ（旧－新）機
種の年間消費電力量×年間販売台数×電力量目安単
価。 
③ 電機業界：Ｒ社 
 省エネ性能を有する新製品の販売による顧客の経済
効果を次の式により算出。電力削減効果＝（旧製品総
電力量－新製品総電力量）×電気代単価。ここで，総
電力量＝製品消費電力量×販売台数。 
④ 電機業界：Ｓ社  
推定効果として，太陽光発電，省エネ製品の使用に
よる顧客での節電効果を電力単価 21円/kWhで算出。
また，太陽光発電による温室効果ガス排出量削減効果
を，2,400円/ t‐CO2で算出。 
⑤ 電機業界：Ｃ社 
顧客経済効果を次の式で算出。総販売台数×製品使
用時の消費電力量（2007年度－2006年度）を基に算
出。年間エネルギー消費削減量×16円/kWhで評価。 
⑥ 化学業界：Ｆ社 
化学品について，新製品と旧製品を使用した場合の 
差から，顧客効果算出。 
⑦ 建設業界：Ｓ社  
太陽光発電システムと非開削更生工法の効果を金額
換算し，顧客の経済効果を算出。 
⑧ 鉄鋼業界：Ｓ社 

CO2 排出量の貨幣単位への換算係数がまだ決まっ
ていないので物量単位で表現されているが，日本鉄鋼
業全体の環境保全対策の取組みとしての経済効果の推
定的効果として，高張力鋼板や電磁鋼板等の高機能鋼
材を自動車，船舶，電車等へ適用した実績により，各
製品の顧客による使用段階における CO2の削減効果
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を年間790万トン，さらにスラグなど副産物の利用に
よるセメント業界などでの CO2の削減効果を 450万
トンと推定した日本鉄鋼連盟の試算結果を掲載。 
 
５．CO2の貨幣換算係数とCO2排出量取引との関係に
ついての考察 
 2005 年 1 月から先行してＥＵでは排出量取引（キ
ャップ＆トレード型）が制度化され，2008年に約 31
億トンが取引されている。米国でも 2009年に排出量
取引が北東部 10 州火力発電所に導入され，全米への
拡大が検討されている１８）。これに対し，日本国内では
2003年から排出量取引試行が始まっており，2009年
の新政権樹立により，2011年には国内にもキャップ＆
トレード型の排出量取引が制度化され，国内排出量取
引市場が立ち上がるであろうと報道されている。この
ように，世界各国での市場の形成に伴い，図２に示す
ようにお互いにリンクした国際排出量取引市場が形成
され，近い将来CO2排出量が国際価格で取引されるよ
うになると予想される。 

CO2の貨幣換算係数については，４－１の①，②，
③，④の方法が報告されているが，製造業，非製造業
での業種によってCO2 排出量を 1トン削減するのに
要するコストが約５～27 万円と大きく異なっている 
２０）とされており，また，CO2 排出による損害額も更
なる検討が必要と考えられるので，CO2の貨幣換算の
基準を排出量取引価格に統一するのが，ステークホル
ダーにとって分り易いと考えられる。排出量取引価格
を用いるのであれば，年度毎の排出量取引市場平均価
格：円/ｔ-CO2が妥当と考えられる。 

 

国際排出量取引市場

日本国内統合市場

①試行排出量取引スキーム

②国内クレジット

③京都クレジット

EU排出量取引市場

米国排出量取引市場

その他排出量取引市場

図２ 国際CO2排出量取引市場のイメージ図 
   （環境省ホームページ１９）を参考に作成） 
 
 
 
 

6．おわりに 
 環境会計の現状を調査した結果，次のような結論が
得られた。 
(1)製造業やエネルギー産業と非製造業の間，さらに同
じ業界でも企業間で，環境会計情報の開示状況に大
きな差が見られた。これは業界，企業が置かれてい
る状況によるものであろうが，今後，比較性の向上
のため開示内容をある程度揃えることが必要と考え
られる。 

(2)企業の環境経営度の評価のため，環境保全効果や社
会的コストを物量単位から貨幣単位へ換算するため
の指標や推定的経済効果の算定方法についての統一
的な考え方を検討する必要がある。 
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